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大気環境学会 
会　員　各　位

公益社団法人大気環境学会
会　長　　中井　里史

第67回大気環境学会年会
年会長　　米持　真一

令和8年度大気環境学会総会のご案内

拝啓　時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。
さて、令和8年度大気環境学会総会を下記のとおり開催する予定でございますので、ご出

席を賜りたくご案内申し上げます。
敬具

記
１．日　　時	 令和8年9月17日（木）13時00分〜15時10分

２．場　　所	 �東洋大学川越キャンパス（7号館721室）�  
(〒350–8585　埼玉県川越市鯨井2100)

３．定時総会
	 １）大気環境学会会長挨拶
	 ２）議長選出
	 ３）�審議事項�  

令和7年度事業報告、収支決算及び監査報告�  
公益社団法人大気環境学会役員の選出

	 ４）�報告事項�  
令和8年度事業計画及び収支予算�  
名誉会員の推戴�  
第68回及び第69回大気環境学会年会の開催地

	 ５）その他

４．年会総会
	 １）第67回大気環境学会年会長挨拶
	 ２）来賓祝辞
	 ３）大気環境学会賞及び論文賞の表彰
	 ４）学生・若手研究者優秀発表賞（口頭、ポスター）の発表、表彰
	 ５）学術賞（斎藤潔賞）受賞記念講演

� 以上

定時総会の成立のために、正会員の過半数の出席（委任状または議決権行使書提出を含む）
が必要です。令和8年9月11日（金）までに、電子メールでお知らせする総会出欠回答
フォームから、総会出欠、欠席の場合の委任状または議決権行使書の登録をお願いします。



大気環境学会誌　第 61 巻　第 4 号　（2026）

―目 次―

あおぞら
大気環境学会中国・四国支部のご紹介   樋口 隆哉

企業紹介
光明理化学工業株式会社

研究論文（原著論文）
夏季の名古屋都市部における光化学オキシダント濃度の年々変動に対する気象影響 

—一般化線形モデルを用いた解析—   山神 真紀子，久恒 邦裕，長田 和雄，北田 敏廣 … 69

解説
日本の植物に対する光化学オキシダントの影響とみどりの環境基準 
解説の連載にあたって  伊豆田 猛，笹原 圭 …  A17
植物に対するオゾンの影響  

  伊豆田 猛，黄瀬 佳之，山口 真弘，渡辺 誠，米倉 哲志，玉置 雅紀，青野 光子 … A18
植物におけるオゾンの応答機構  

  青野 光子，玉置 雅紀，黄瀬 佳之，山口 真弘，渡辺 誠，米倉 哲志，伊豆田 猛 … A30

入門講座
大気環境　むかし・いま 

—第11講　雨と語る—   原 宏 … A40
大気中マイクロ・ナノプラスチック 

—第2講　大気中マイクロ・ナノプラスチックの計測法 I：顕微 FTIR—  
  新居田 恭弘，大河内 博，藤井 佑介，王 一澤，竹中 規訓 … A96

大気中マイクロ・ナノプラスチック 
—第3講　大気中マイクロ・ナノプラスチックの計測法 II：顕微ラマン分光法—   佐々木 博行 … A104

「アドバンスト質量分析」の連載にあたって   猪俣 敏 … A112 
アドバンスト質量分析 

—第1講　リアルタイム質量分析計を大気環境研究で使いこなそう—   猪俣 敏 … A113

大気環境学会ニュース
第67回大気環境学会年会のお知らせ（第5報）   N43
Asian Journal of Atmospheric Environment Vol. 20 Article number 2, 5–10 2026 CONTENTS & ABSTRACT   N48

支部だより
中部支部　若手研究者によるパネルセッション開催報告   N52
近畿支部　近畿支部総会のお知らせ   N52
　　　　　近畿支部シンポジウムのお知らせ「日本における微小粒子状物質の現状と今後」   N52

分科会・研究会だより
酸性雨分科会　第67回大気環境学会年会　酸性雨分科会のお知らせ   N53
大気環境モデリング分科会・気候変動研究会　第67回大気環境学会年会　合同分科会のお知らせ   N53
都市大気エアロゾル分科会　第67回大気環境学会年会　都市大気エアロゾル分科会のお知らせ   N53
気候変動研究会　令和8年度研究集会「気候変動下における極端気象と適応」のお知らせ   N54



J. Jpn. Soc. Atmos. Environ. Vol. 61 No. 4 （2026）

委員会だより
編集委員会　研究論文の投稿のお願い   N55
　　　　　　「研究室・企業紹介」の原稿募集のお知らせ   N55
　　　　　　会員へのお知らせの掲載について   N55
　　　　　　J-STAGEへの大気環境学会年会講演要旨集の掲載について   N55
論文賞選考委員会　論文賞の選考対象について   N55

関連学協会だより   N56



大気環境学会誌　第 61 巻　第 4 号　（2026）

CONTENTS

〔Blue Sky〕

Introduction to the Chugoku-Shikoku Branch, Japan Society for Atmospheric Environment   Takaya Higuchi

〔Original Paper〕

Interannual Variability of Photochemical Oxidant Concentrations in the Nagoya Urban Area during the Summer:  
Analysis Using a Generalized Linear Model  
  Makiko Yamagami, Kunihiro Hisatsune, Kazuo Osada, Toshihiro Kitada … 69

Japan Society for Atmospheric Environment
358‒5 Yamabuki-cho, Shinjuku-ku, Tokyo 162‒0801, Japan



大気環境学会誌　第 61 巻　第 4 号　（2026） 1

―あおぞら―

大気環境学会中国・四国支部のご紹介

大気環境学会中国・四国支部長
山口大学

樋口 隆哉

このたび、学会誌の巻頭に場所をお借りすることができま
した。せっかくの貴重な機会ですので、全国の会員の皆さん
に中国・四国支部を知っていただきたく、支部のこれまでの
歩みを振り返るとともに、最近の活動をご紹介したいと思い
ます。
中国・四国支部は、正会員をはじめとした個人会員が30名

にも満たない学会6支部の中で最も規模が小さい支部です。
個人会員の所属分類は、大学・高専が約50%、地方公共団体
（研究所など）が約30%、民間企業とその他がそれぞれ約10%
です。地理的に中国・四国地域を見てみますと、南は太平洋
に、北は日本海に面しており、その間には瀬戸内海が広がっ
ています。中国・四国地域全体はかなり広域で移動も簡単で
はありませんので、少人数で支部活動を継続するには何かと
苦労があります。ただ、小規模なりに工夫の仕方があるので
はないかと日々頭をひねって活動に取り組んでいます。
支部に残る記録を紐解いてみますと、中国・四国支部の歴
史は1996年に遡ります。9月19日に山口県宇部市で設立集
会が開かれ、当時の支部長には野瀬善勝先生（山口大学名誉
教授）が就任されました。その後、毎年支部の会議に加えて
講演会などが開催されてきました。
その中でも、中国・四国支部の特徴的な取り組みとして、

2003年に始まった大気環境学会、日本水環境学会、廃棄物
資源循環学会（旧廃棄物学会）の中国・四国支部合同講演会
が挙げられます。様々な環境問題への対応が求められる地方
の実情があったのでしょうか、学会間の横のつながりを生か
して、三学会の中国・四国支部の役員が持ち回りで世話役を
務めて講演会を開催してきました。講演会のテーマは特定の
ものを設けないこともありましたが、多くの場合は三学会に
共通するテーマを掲げて、各学会で講演者の方をお招きしま
した。テーマの例としては、ダイオキシン問題（2003年）、
アスベスト問題（2006年）、災害と環境（2011年）、持続可
能な社会（2017年）などがあります。特に、2013年に PM2.5

や黄砂をテーマとして開催した講演会は一般市民を対象とし
た公開講演会としました。当時、PM2.5による越境汚染が社
会的に話題になった時期であり、約150名の方に参加して
いただきました。改めて、専門家として正しい情報を分かり
やすく発信することの重要性を認識する機会となりました。
このように毎年開催してきた三学会支部合同講演会ですが、

2020年は新型コロナウイルス感染症拡大によって中止とな
り、以後開催されていない状態が続いています。オンライン
講演会の広がりなど、状況の変化もあろうかと思いますが、
私個人としては地域における異分野間の交流の場として、再
開されることを望んでいるところです。
支部独自の企画としては、各種講演会を継続的に開催して
きましたが、その中でも2010年から2016年にかけて公開
講演会・発表会を開催したことが特筆されます。2010年に
始まったのは、大気環境学会創立50周年がきっかけでした
が、7年間継続し、多い年には20題以上の発表・講演があ
りました。当時は大学（特に愛媛大学）や地方環境研究所か
ら毎年多くの発表・講演を確保することができましたが、支
部会員の減少に伴って、それも難しくなりました。上述の新
型コロナウイルス感染症拡大は、それに追い打ちをかけて、
支部活動のあり方全体に少なからず影響を及ぼしました。
私が支部長に就任したのは2018年ですが、2年目にコロ
ナ禍となり、支部役員の確保にも苦労する中で支部活動が停
滞することとなってしまいました。そのような中で、少なく
とも支部と支部会員の継続的なつながりを作ろうとの思い
で、2019年4月号を第1号として支部ニュースレターの発
行を始めました。それほど掲載するネタが豊富にあるわけで
はなく、メール文面に短い文章を並べただけのものですが、
毎月発行を目標に情報発信を続けています。
長らく支部活動が停滞していましたが、2026年1月に、
上述の2016年の支部発表会以来10年ぶりの支部独自企画と
して、講演会（一般講演6題、特別講演2題）を開催するこ
とができました。時代の変化を受けてオンライン開催とし、
メール配信や学会ホームページ掲載などで広くご案内したと
ころ、全国から約50名の方に参加していただきました。講
演者はすべて支部内のメンバーでしたが、全国の会員の皆さ
んにご関心を持っていただいたことを大変うれしく思いまし
た。また、支部会員にとっても今後の研究、業務に取り組む
大きな励みになったことと思います。
最後に、中国・四国支部は支部会員減少の中で様々な困難
を抱えていますが、その中で何ができるか、どのような工夫
ができるかを考えつつ、地道な活動を続けていきたいと考え
ています。今後ともご支援・ご協力いただきますようお願い
いたします。
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企業紹介

光明理化学工業株式会社
開発支援室／開発技術部　川村幸嗣

● 当社の紹介
弊社は1947年に東京工業試験場（現 産業技術総合研究所）北川徹三博士の開発品であ

るガス検知管の事業化を目的として創業しました。当時は戦後食料難で肥料原料のアンモ
ニア製造が急務でした。この製造時の触媒毒である硫化水素の測定法として検知管（真空
法）が開発され、現在も多くの分野で利用されています。開発は川崎市にある本社で行っ
ており、現在ではガス測定器だけでなく、様々な分野で研究開発を行っています。大気環
境の分野においても、開発・販売しております。本稿では、それらについてご紹介します。

●　大気環境分野における製品開発
大気環境分野においては、測定対象ガスの濃度がサブ ppmオーダーと低濃度であるこ

とが多いため、エアーサンプリングポンプを用いた大量通気法を採用した検知管を製品化
しています。テトラクロロエチレンや二酸化窒素、悪臭ガスなどは検知管法にて測定が可
能です。また光化学スモッグ対策として、発生源からの総 VOCの排出量を検知管法で測
定する方法も開発しました。VOCを加熱触媒により二酸化炭素に分解し、二酸化炭素用の
ガス検知管を用いて総 VOC濃度として測定する方法です（VOC簡易測定システム） 。弊
社の強みの一つとしては、長い歴史の中で検知管のような化学的な原理を用いた製品開発
が得意なことです。検知管だけでなく、DNPH捕集管などの製品化も実施しています。
最近では、PM2.5テスターなどのガス以外の測定器の開発も進めています。また、

自動車排ガステスターの開発・販売も行っています。これらの製品が大気環境調査や
環境問題解決の有効なツールになればと考えながら業務を進めています。

●　今後の大気環境分野での弊社の研究開発
弊社では簡易測定法を主たる製品としています。このため、大気環境分野で必要とさ

れる低濃度のガス測定は非常に難しいと感じることは多々あります。気体の大量捕集を
行うと、同時に空気中の水分も大量に捕集されて分析に影響を及ぼすことが多いため、
どうにかしてこの問題を回避することに頭を悩ませています。また、検知部・検知試薬
の高感度化も重要な検討課題です。
測定器そのものの開発も大切ですが『使用方法』の開発も大切であろうとも考えてい

ます。スマートフォンの GPSと PM2.5テスターの測定結果を連動させ、どの場所で、ど
の時間帯で濃度が高かったかなどの調査の実施なども行っています。
大気は汚染されると、その影響は国境を越えて、地球全体に短時間で広がる傾向にあ

ると思います。国際的・学際的に、多くの人が協力しないと問題が解決できない分野で
あると思いますので、弊社もその一助になることができればと考えております。大学や
研究所、企業など組織の枠を超えて協力研究体制を構築できればと考えておりますので、
お声をおかけいただければ幸いです。

本社ビル（川崎市）

北川式ガス検知管と真空法ガス採取器

ガス検知管試験時の写真

エアーサンプリングポンプを用いた 

検知管による大気環境濃度測定

PM2.5テスター
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◆◆◆◆◆◆◆大気環境学会ニュース◆◆◆◆◆◆◆

第67回大気環境学会年会のお知らせ（第5報）

第67回大気環境学会年会および併設の環境機器展を下記のとおり開催いたします。多数の会員のご参加をお待ちしており
ます。

会期： 2026年9月16日（水）～18日（金）
会場：東洋大学川越キャンパス（埼玉県川越市鯨井2100）
年会ウェブサイト： https://sites.google.com/view/jsae67toyo-cess/

【注意点】
・年会参加登録、発表申込み金の支払い、ならびに意見交換会への参加登録にはPeatixを利用します。詳細は年会ウェブサイ
トをご覧ください。Peatixへのアクセスには以下QRコードも利用可能です。
年会参加用
・年会への参加登録
・同参加費・発表申込み金の支払い

意見交換会参加用
・意見交換会への参加登録
・同参加費の支払い

・年会当日の会場での現金支払いは今年も受け付けません。
・早期払込（期限： 8月7日）をご利用いただきますと参加費に割引料金が適用されます。
・参加費にはプログラム集（冊子体）および講演要旨集（PDF）代が含まれます。事前参加登録者には年会ウェブサイトから

PDFファイルをダウンロードできるようにします。
・法人会員Bおよび賛助会員には年会後に要旨集PDFデータのパスワードを送付します。
・年会開催前に発行される学会誌にプログラムを掲載します。
・参加申込みには会員番号が必要です。事前にご確認をお願いします。
・前回に続き今回も「保育支援」を実施いたします。詳細は本稿5章をご覧ください。
・会場には駐車スペースがございませんので、公共交通機関でのご参加をお願いいたします。会場へのアクセスにつきまして
は、年会ウェブサイトおよび続報をご確認ください。
・対面開催を予定しておりますが、天災地変、その他の不可抗力の事由により、年会の開催中止、延期、あるいは開催方法の
変更もあり得ます。これらの場合には年会ウェブサイト等を通じて詳細をご連絡いたします。

1.　プログラム概要（予定）
日程 午前 午後 夕方

9月16日（水） 口頭発表 ポスター発表、特別集会 分科会
9月17日（木） 口頭発表、ポスター発表、特別集会 総会、受賞記念講演、年会シンポジウム 意見交換会
9月18日（金） 口頭発表 口頭発表、公開シンポジウム
会期中は全日、環境機器展を開催します。様々な最新機器が展示されますので情報収集などの機会としてご参加ください。
関連の技術セミナー（弁当付き、定員あり）も予定しています。
学生・若手研究者優秀発表賞の選考は9月17日の午前（口頭発表）と午後（ポスター発表）に行います。
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2.　年会参加登録
2. 1　年会参加登録方法
年会ウェブサイトから、各種フォームを利用しての参加登
録となります。詳細は年会ウェブサイト「参加登録」をご参
照ください。

2. 2　年会参加費および早期払込割引（期限： 8月7日（金））
できるだけ早期払込（期限： 8月7日）をお願いします。期
限以降は通常料金となりますのでご注意ください。また、参
加費にはプログラム集（冊子体）および講演要旨集（PDF）代
が含まれています。年会ウェブサイトの案内に従って、クレ
ジットカードなどでお支払いください。払込み後の返金はで
きません。
参加区分 参加費 意見交換会費♯

　 早期払込 8月8日 
以降 早期払込 8月8日 

以降
正会員 7,500円 10,000円 10,000円 12,000円
賛助会員 7,500円/人 10,000円/人 10,000円 12,000円
法人会員B 7,500円/人 10,000円/人 10,000円 12,000円
学生会員 3,500円 5,000円 5,000円 6,000円
法人会員A 10,000円 12,000円 10,000円 12,000円
名誉会員 招待 10,000円 12,000円
非会員 10,000円 12,000円 10,000円 12,000円
ジュニア
聴講生＊ － － 5,000円 6,000円

＃意見交換会は定員に達した段階で締め切らせていただき
ます。
・定員に達していない場合、当日の参加も可能です。ただ
し、会場受付にてPeatixを利用したクレジットカード払
いのみ受け付けます。現金は受け付けません。
・意見交換会の会場：ラ・ボア・ラクテ（JR・東武東上線
川越駅西口徒歩3分）
＊ジュニア聴講生は高校生と大学の学部学生が聴講のみで
参加可能な参加区分です。学年は問いません。身近な学
生にも幅広く呼びかけていただくことを期待します。た
だし、研究発表する場合には学生会員として入会し、学
生会員の参加費をお支払いください。

2. 3　講演要旨集（PDFファイル）について
参加登録者は、年会ウェブサイトより事前に講演要旨集の

PDFファイルを閲覧・ダウンロードできるようにします。

2. 4　プログラム集について
プログラム集（冊子体）は当日配布とし、事前送付はいた
しません。講演要旨集（冊子体）は事前にお申込みいただい
た購入希望者のみに配付します。講演要旨集（冊子体）の購
入をご希望の場合は、2.5をご参照ください。

2. 5　講演要旨集の販売
講演要旨集（冊子体）は1冊5,000円（送料込み）で承りま
す。年会ウェブサイトの案内に従い、Peatixを利用したクレ
ジットカード払いにてお支払いください。発送申込み期限ま

でにお申込みされた場合は、冊子体を発送いたします。発送
申込み期限は8月中旬、発送は9月上旬以降を予定しており
ますが、詳しくは年会ウェブサイトに掲載いたします。発送
申込み期限後、または会場でお申込みされた場合は、会場で
のお渡しになります。ただし、当日会場受付におけるお申込
みであってもPeatixを利用したクレジットカード払いのみと
なり、現金によるお支払いは受け付けません。
講演要旨集（冊子体）にはPDFデータは付属しておりませ

ん。また、年会に参加されずにPDF版の講演要旨集の購入
を希望される方も、年会ウェブサイトの案内に従ってPeatix
よりお申込み・お支払いください。

2. 6　個人情報の取り扱いについて
参加登録者から取得した個人情報は、年会の運営に係わる
適正な利用範囲（事務局からの問い合わせ、補助金申請のた
めの名簿作成等）に限り使用し、その他の用途でご本人の同
意なく第三者に提供することはありません。

3.　一般研究発表の申込み
3. 1　発表申込み金
発表申込み金（演題1題につき3,000円）を年会参加費とと

もにPeatixを利用したクレジットカード払いにてお支払いく
ださい。なお、特別集会および分科会の発表申込み金は不要
です。できるだけ早期払込の期限である8月7日（金）まで
に、払込みをお願いします。なお、払込み後の返金はできま
せんので、ご了承ください。

3. 2　発表に関する注意事項
a. 口頭発表では、WindowsのMicrosoft PowerPointに

よるプレゼンテーションを予定しています。ソフト
ウェアのバージョンやポスターの掲示サイズなど、発
表方法の詳細は、年会ウェブサイトおよび続報でお知
らせします。

b. 会場での発表資料等の配付は、各人の責任で行ってく
ださい。

4.　 年会シンポジウム・特別集会・分科会等・公開シンポジ
ウム 

開始・終了時刻は特別集会・分科会ごとに異なる場合があ
ります。また、今後のプログラム作成の状況によって開催時
刻が前後する可能性があることもご了承願います。講演テー
マ等に変更が生じる可能性があります。なお、年会実行委員
会では、対面開催以外の開催サポートはいたしかねますの
で、ご了承願います。

4. 1　年会シンポジウム
日時： 9月17日（木）午後
テーマ：光化学オキシダントの環境基準改定およびPM2.5の
環境基準見直しの意義と課題の展望
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プログラム（仮）：
1.　 Ox環境基準改定の概要と経緯、PM2.5環境基準の見直し
について  
環境省水・大気環境局環境管理課

2.　 光化学オキシダント環境基準改定と現行PM2.5環境基準
設定における健康影響評価について  
新田　裕史（国立環境研究所名誉研究員）

3.　 日本の植物に対するオゾンの影響評価と光化学オキシ
ダントの環境基準の見直し  
伊豆田　猛（東京農工大学名誉教授）

4.　 OxおよびPM2.5の大気動態解明や対策の現状と課題  
坂本　和彦（埼玉大学名誉教授）

5.　 科学と政策の間の橋渡しのための「社会技術」―大気環
境基準の設定・改定を例に―  
岸本　充生（大阪大学）

4. 2　特別集会
日時： 9月16日（水）午後または17日（木）午前（調整中）
テーマ： EANET湿性・乾性沈着モニタリング̶東アジアに
おける25年間の変遷と現状、そして今後の展望̶
プログラム（仮）：
1.　 The Long-term Trend of Wet Deposition Observed at 

EANET Sites  
霍　銘群／Mingqun Huo（アジア大気汚染研究センター）

2.　 EANET観測に基づくS・N湿性沈着量の空間分布  
佐々木　博行（アジア大気汚染研究センター）

3.　 長期観測データが示す東アジアの降水化学特性  
二見　真理（アジア大気汚染研究センター）

4.　 EANETモニタリングデータによる乾性沈着量の長期評
価  
伴　聡美（日本環境衛生センター）

5.　 化学輸送モデルおよび機械学習の手法によるアジア域沈
着量推計のレビュー  
板橋　秀一（九州大学）

4. 3　分科会等
日時： 9月16日（水）午後
・健康影響分科会：環境中マイクロ・ナノプラスチックの実
態把握・標準化・生体影響評価に向けた取組
・臭気環境分科会：地方公共団体における悪臭問題への取
組、臭気測定法及びにおいの調査手法の紹介
・植物分科会：地域課題への取り組み : 植物影響を中心に
・大気環境モデリング分科会・気候変動研究会： SLCFの排
出量推計と動態・影響モデリングの最前線
・室内環境分科会：室内環境におけるマイクロプラスチッ
ク：曝露実態と健康影響に関する最新知見
・環境大気モニタリング分科会・全国環境研協議会：有害大
気汚染物質モニタリングの現状と今後の課題（仮）
・モビリティ環境分科会：自動車由来の大気汚染物質に関わ

る街路樹と沿道大気の相互作用
・酸性雨分科会：温故知新～これまでの酸性雨研究の歴史と
今後
・都市大気エアロゾル分科会：都市大気粒子の多様な成分に
関する研究例―路面粒子・有機窒素成分・非排気粒子―

4. 4　公開シンポジウム
日時： 9月18日（金）午後
テーマ：「大気環境未来60」シンポジウム̶次世代研究者が
担うこれからの大気環境研究（仮）
プログラム（仮）：
［はじめに］
・「大気環境未来60」事業の概要
近藤　明（「大気環境未来60」募金委員会前委員長）

［第1部　研究活動、国際交流の報告］
・大気環境学会における日中韓学術交流の歩み
 松田　和秀（東京農工大学）、櫻井　達也（明星大学）
・大気モデルに関する国際会議の開催(2023 International 

Conference on CMAS-Asia/Pacific)
 茶谷　聡（国立環境研究所）
・国際学会参加報告：大気汚染・気候変動と森林生態系の相
互作用研究の最前線

 田中　亮志（埼玉県環境科学国際センター）
・国際会議における研究発表とNH₃モニタリング拠点の構
築―

 徐　懋（九州大学）
・中国北部工業地域におけるロードダストの化学組成および
その特性に関する研究（仮）

 WANG Weiqian（日本環境衛生センター）
・アンコール遺跡とシェムリアップの大気環境監視に向けた
研究者育成支援

 大河内　博（早稲田大学）
・小中学生を対象とした大気環境に関する啓発活動の実施報
告

 二見　真理（アジア大気汚染研究センター）

［第2部　模擬講義］
・生活環境下におけるPM2.5の探究
 西村　弘（大阪府教育センター附属高等学校） 
・空気中で進む化学反応による大気汚染―光化学オキシダン
トとは―

 西村　理恵（大阪府立環境農林水産総合研究所）
・大気環境保全のあゆみと将来への展望
 森　淳子（大気環境総合センター）

［まとめ］
・次世代が切り拓く大気環境研究の未来
 島　正之（「大気環境未来60」募金委員会委員長）
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4. 5　参加資格（参加費の支払い）について
公開シンポジウムへの参加費の支払いは不要ですが、特別
集会・分科会等への参加には原則として年会参加費の支払い
が必要です。以下に簡潔に参加資格を示します。
・講演者（登壇者のみ）： 発表申込金と年会参加費は無料（た
だし、他の年会行事に参加する場合は参加費の支払いが必
要）
・聴講者：年会参加費の支払いが必要（分科会集会を全環研
と共催する場合は、全環研会員の参加費は事前登録するこ
とで無料）

5.　年会における保育支援のご案内
第67回大気環境学会年会では保育支援を実施します。保
育支援として、現地保育（東洋大学会場内保育室の設置）と
保育支援（外部施設など）を予定しております。保育支援の
利用方法は、年会ウェブサイトの「保育支援のご案内」にあ
る2026年度ガイドラインを参照してください。今後の保育
に関するお知らせは同ウェブサイト、メールニュースにて発
信します。

【今年度の保育支援の内容】 
1.　 会場内保育室の利用の補助支援（施設利用人数の制限お
よび保育士の配置などの事情がありますが、東洋大学会
場内に保育室を設置いたします。お早めに下記問い合わ
せ先までご相談ください）。

2.　 利用者が上記の1. 以外の既存保育施設を利用した場合
の、利用料に対する補助支援（利用保育施設の場所が学
会会場近隣でない場合や、学会参加のための延長保育
（早朝および夜間）、病児・病後児保育についても支援対
象とする。ただし、通常保育は適用外とする）。

3.　 利用者が年会参加のためにベビーシッターを利用した場
合の利用料に対する補助支援。

4.　 その他、年会実行委員会が認めた方法による支援。

上記、1.をご希望の場合は2026年7月24日（金）まで、そ
の他の支援をご希望の方は2026年8月28日（金）までに、年
会ウェブサイトに後日公開される「大気環境学会年会保育支
援利用登録フォーム」よりご申請ください。いずれの支援の
場合にも、お子様の体調不良などで急なキャンセルがありう
ることは承知していますので、ご安心ください。また、発表
時間については早朝や夕方を避けるなどの配慮が可能です。
希望される場合は、発表申込の際、「【発表形式・部門】―d. 
関連発表順序」の欄に、その旨をご記入ください。 なお、予
算には上限がありますので、希望されるすべての支援をお約
束できるものではありません。

〈お問い合わせ〉
第67回大気環境学会年会実行委員会　jsae67toyo.cess@
gmail.com
（件名に［JSAE67保育支援］とご記入ください）

6.　問い合わせ先など
年会に関する情報は、逐次「大気環境学会誌」の大気環境
学会ニュース欄でお知らせするとともに、最新情報は随時年
会ウェブサイトに掲載します。不明な点については下記まで
お問い合わせください。
【年会ウェブサイトアドレス】
https://sites.google.com/view/jsae67toyo-cess/
【第67回大気環境学会年会に関するお問い合わせ先】
第67回大気環境学会年会実行委員会
Email: jsae67toyo.cess@gmail.com
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◆◆◆◆◆◆◆大気環境学会ニュース◆◆◆◆◆◆◆

第67回大気環境学会年会「環境機器展」のご案内

公益社団法人大気環境学会では、2026年9月16日（水）から9月18日（金）の3日間、東洋大学川越キャンパスにて第67回
大気環境学会年会を開催いたします。例年通り、年会に併設して『環境機器展』を開催します。
協賛企業の最新機器の展示や技術・サービス等の紹介がありますので、情報交換の機会としてぜひご活用ください。機器展
会場には休憩スペースと無料ドリンクコーナーを用意する予定です。また、各機器展を巡ってスタンプを集めると景品がもら
えるスタンプラリーを開催する予定です。
会期中の昼休み時間帯には、協賛企業の製品やソフトウェア、サービス等を紹介する技術セミナーを開催します。技術セミ
ナー会場にはお弁当とお飲み物をご用意する予定ですので（数量限定）、是非ご参加ください。
環境機器展や技術セミナー、広告掲載を通じて協賛各社様から本年会の開催に多大なご支援をいただいております。環境機
器展や技術セミナーへの年会参加者の皆様の積極的なご参加をお待ちしております。また、前回の年会に続き、企業と学会員
とのマッチングや企業の出展内容検討を目的として、学会員の研究ニーズ情報を環境機器展に出展された企業様に提供する予
定です。学会員の皆様におかれましては、研究ニーズ情報収集アンケートへのご協力をいただき、誠にありがとうございまし
た。

【問合せ先】
第67回大気環境学会年会運営事務局（プライムインターナショナル内）
担　当：蓮池、島津
E-Mail： jsae67_sponsor@pco-prime.com
（件名に【JSAE67環境機器展】とご記入ください）
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Asian Journal of Atmospheric Environment Asian Journal of Atmospheric Environment 

Vol. 20 Article number 2, 5–10 2026 Vol. 20 Article number 2, 5–10 2026 

CONTENTS CONTENTS && ABSTRACT ABSTRACT

Vol. 20, Article number: 2

Correction

Correction: Nighttime waste wood burning and its impact on urban air quality: multi-Year measurements 
in central Seoul, Gwanghwamun, South Korea
Chaehyeong Park, Seoyeong Choe, Min Young Song, Sung-Kyun Shin, Hajeong Jeon, Dong-Hoon Ko, Myoungki Song, Min-Suk Bae* 

  https://link.springer.com/article/10.1007/s44273-026-00080-9

ABSTRACT
Park et al. Asian Journal of Atmospheric Environment 19: 22 
(2025)

https://doi.org/10.1007/s44273-025-00074-z

Following publication of the original article, the authors 
identified an error in Fig. 4. The correct figure is given 
below. 

https://link.springer.com/article/10.1007/s44273-026-00080-9

Vol. 20, Article number: 5

Research Article

Volatile organic compounds near livestock farms and croplands: implications for secondary organic aerosol 
formation potential
Soo-Jin Jeong, Ji-Won Jeon, Sung-Won Park, Hyo-Won Lee, Pyung-Rae Kim, Sang-Deok Lee, Young-Ji Han* 

  https://link.springer.com/article/10.1007/s44273-026-00083-6

ABSTRACT
Volatile organic compounds (VOCs) are key precursors of 
ozone and secondary organic aerosols (SOA), yet emissions 
from agricultural and livestock activities remain largely 
unrecognized in emission inventories. This study conducted 
field measurements of 34 VOC species near livestock 
facilities and adjacent croplands in Chuncheon, South Korea, 
during April, December, and February to characterize their 
composition, temporal variation, and secondary organic 
aerosol formation potential (SOAFP). Sum of the measured 
VOCs concentrations were highest in February, with alkanes 
comprising about 60% of the mass. However, aromatics̶
particularly multi-substituted compounds̶dominated the 

SOAFP, contributing over 99% of the total. Distinct 
afternoon peaks (14:00‒15:00) coincided with higher 
temperature, solar radiation, and facility operations such as 
feed handling and disinfection. The major SOA precursors 
were toluene and 1,2,3-trimethylbenzene in April, and BTEX 
compounds during the cold months. Despite their omission 
from South Korea’s official inventory, livestock-related 
VOCs were found to be chemically reactive and significant 
SOA precursors. These results highlight the need to include 
agricultural VOC emissions̶especially aromatic species̶
into national emission inventories and control strategies to 
better predict and mitigate SOA formation in rural 
environments.

Vol. 20, Article number: 6

Technical Information

Natural cleaning effects on deposited atmospheric particles: a case study of Asian dust, pollen, and volcanic ash
Kenji Miki*  https://link.springer.com/article/10.1007/s44273-026-00084-5

ABSTRACT
Natural atmospheric particles, such as yellow sand, pollen, 
and volcanic ash, are frequently deposited on exposed 
surfaces, potentially reducing the optical performance of 
solar panels and other transparent systems. However, the 
removability of these particle types under environmental 
conditions has not been compared systematically. In this 
work, we conducted laboratory experiments to evaluate the 

removability of yellow sand, pollen, and volcanic ash 
deposited on slide glass surfaces as representative natural 
particulates. Controlled wind and simulated rainfall were 
applied separately and in combination to investigate particle 
adhesion and cleaning behavior. Although pollen was 
efficiently removed by wind, it had the greatest effect on 
light transmittance per unit weight. In contrast, yellow sand 
exhibited strong adhesion and low removability.
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【和訳情報】 

沈着した大気飛散粒子に対する自然洗浄効果の解析: 黄砂、花粉、火山灰を例として
三木　健司 1*（1電力中央研究所）

黄砂、花粉、火山灰などの自然由来の大気飛散粒子は、屋外
に曝露された表面にしばしば沈着し、太陽光パネルやその他
の透明材料システムの光学性能を低下させる可能性がある。
しかし、環境条件下におけるこれらの粒子種の除去されやす
さは、これまで体系的に比較されていない。本研究では、代
表的な自然由来粒子として、スライドガラス表面に沈着させ

た黄砂、花粉、火山灰の除去されやすさを評価する室内実験
を行った。制御風および模擬降雨に曝露後の粒子の表面への
付着と洗浄効果を調べた。その結果、花粉は風によって効率
的に除去された一方で、単位重量あたりの光透過率への影響
は最も大きかったのに対し、黄砂は比較的強い付着性を示
し、洗浄のされにくさを見せた。

Vol. 20, Article number: 7

Research Article

Impact assessment of ozone on crop productivity in Japan: an epidemiological approach using the 
boundary line technique
Yoshiyuki Kinose*, Takio Kaneko  https://link.springer.com/article/10.1007/s44273-026-00086-3

ABSTRACT
Tropospheric ozone (O3) is widely recognized as a threat to 
global food security due to its detrimental effects on crop 
productivity. Previous studies have determined exposure-
response functions, e.g., yield response to O3 metrics, 
through controlled O3 exposure experiments. However, this 
approach requires substantial cost and time. Therefore, we 
aimed to derive exposure-response functions epidemiologically 
and assess the impact of O3 on the productivity of rice and 
Japanese mustard spinach in Japan. Accumulated O3 
exposure over a threshold of 40 ppb (AOT40, ppm h) during 
the growth period was calculated at O3 monitoring stations 
and spatially interpolated using the ordinary kriging method, 
then averaged for each prefecture. We derived the exposure-
response relationships between prefecture-scale AOT40 and 
crop yields using the boundary line technique. Our results 

clearly demonstrated that yields of both species are reduced 
with increasing AOT40 levels, showing a decline of 2.01% 
and 8.24% per unit AOT40 in rice and Japanese mustard 
spinach, respectively. These sensitivities are broadly 
consistent with the previous findings from controlled O3 
exposure experiments. While O3-induced yield reductions 
estimated using the derived functions varied considerably 
across prefectures and years, the estimated reductions in total 
national production were 8.7% and 13.4% for rice and 
Japanese mustard spinach, respectively, on average during 
the period from 2010 to 2023. These findings highlight the 
usefulness of the epidemiological boundary line technique in 
identifying the exposure-response functions of crop yields to 
O3 and the urgent need for mitigation and adaptation 
strategies to ensure high and stable crop production in Japan.

【和訳情報】 

日本の農作物の生産性に対するオゾンの影響評価：バウンダリーラインテクニックを用いた疫学的アプローチ
黄瀬　佳之 1*、金子　多喜雄（1山梨大学）

対流圏オゾン（O3）は農作物の生産性に悪影響を及ぼすこと
から、世界的な食料安全保障に対する脅威として広く認識さ
れている。これまでの研究では、オゾン曝露実験を通じて、
オゾン曝露指標に対する収量応答などの曝露応答関数が評価
されてきた。しかしながら、この手法は多大なコストと時間
を要する。そこで本研究では、疫学的手法を用いて曝露応答
関数を導出し、日本のイネおよびコマツナの生産性に対する
オゾンの影響を評価することを目的とした。生育期間中にお
いて、40 ppbを超えるオゾン濃度の1時間値の積算値
（AOT40、ppm h）をオゾンの測定局ごとに算出し、通常ク
リギング法により空間補間した上で、都道府県ごとに平均化
した。そして、バウンダリーラインテクニックを用いて、都
道府県スケールのAOT40に対する収量の曝露応答関数を導

出した。その結果、どちらの農作物においてもAOT40の上
昇に伴って収量が減少していることが明らかになり、単位
AOT40あたりの収量低下率はイネで2.01%、コマツナで
8.24%であった。これらの感受性は、従来のオゾン曝露実験
による知見とおおむね一致していた。導出した関数を用いて
推定されたオゾン被害は都道府県や年によって大きく異なっ
ていたものの、2010‒2023年の全国総生産量の平均低下率は
イネで8.7%、コマツナで13.4%であった。以上の結果は、
オゾンに対する農作物の収量の曝露応答関数を得るうえで疫
学的なバウンダリーラインテクニックが有用であること、ま
た、日本において農作物の生産性を高くかつ安定的に維持す
るための緩和策および適応策が必要であることを示してい
る。
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Vol. 20, Article number: 8

Review Article

Mercury in ambient air: a review on sources, speciation, legislation and measurement methods
Rishu Agarwal, Shankar G. Aggarwal*  https://link.springer.com/article/10.1007/s44273-026-00087-2

ABSTRACT
Mercury being a neurotoxin poses great threat to the human 
health as well as environment. It is emitted into the 
atmosphere through both natural and anthropogenic sources 
and can travel long distances over time before being 
scavenged and deposited in the deep ocean beds or mineral 
soils thus becoming a global concern. It occurs in 
atmosphere largely in three different forms, viz., gaseous 
elemental mercury (GEM), gaseous oxidized mercury 
(GOM) or reactive gaseous mercury (RGM) and particulate 
bound mercury (PBM). Over > 95% of mercury existing in 
atmosphere is in the GEM form as it is more stable and has a 
longer residence time. The knowledge and understanding of 
the mercury emission pathways, its chemical transformations 
in the atmosphere and eventual deposition in the reservoirs 
can prove crucial in its management. Recognizing its health 
effects and environmental impacts, countries have set up 
various legislations and rules for its monitoring, control and 
abatement. Minamata convention is one such international 
treaty that aims at protecting human health and environment 
from harmful effects of mercury pollution on the land, ocean 

and atmosphere. Health effects occurring from ingestion of 
mercury polluted waters and contaminated fish is a 
commonly known phenomenon but studies on impacts of 
inhalation of mercury polluted air are still limited. Various 
studies on model simulations for estimation of actual 
mercury levels that can be ascribed to the anthropogenic or 
natural sources are performed over the last few decades. 
However, a small number of studies are available on ground-
based quantitative measurements of mercury species in 
ambient air. Also, a few methods have been developed to 
measure the mercury concentration in the ambient air over 
the years but even at present date, global consensus on its 
measurement method has not been achieved. This study 
reviews the available knowledge on interdisciplinary aspects 
of the mercury pollution in ambient air including its sources 
and emissions, its species and their behavior in the 
atmosphere, existing global legislation and monitoring 
methods. The study also proposes the way ahead in meeting 
the international commitments for Asian countries like India 
through inclusion of a ground measurement network and 
stricter implementation protocols.

Vol. 20, Article number: 9

Research Article

Estimation of benzene concentration and flux from a flare stack using differential absorption LiDAR
Yuseon Lee, Dukhyeon Kim, Jeonghun Kim, Keehong Kim, Hannui Gil, Sunghwan Cho, Wonseok Jung, Youngmin Noh* 

  https://link.springer.com/article/10.1007/s44273-026-00085-4

ABSTRACT
In this study, a Differential Absorption Lidar (DIAL) system 
was employed to remotely quantify the concentration 
distribution and flux of benzene released from a flare stack. 
The measurements were conducted on May 2, 2024, at Plant 
B located within the A petrochemical industrial complex in 
Korea, and a total of six repeated measurements were 
performed for a single flare stack. The on-resonant 
wavelength (λon) was determined as 252.1998 nm through a 
cell scan procedure. A cross-wind measurement geometry was 
applied to obtain transverse concentration distributions at a 
distance of approximately 400‒430 m from the DIAL. The 
scan was conducted over 11 lines (line 1‒11) ranging from 

14.9° to 15.9°. Each line was measured for 50 s at a repetition 
rate of 10 Hz, yielding 500 shots per line and a total scan 
duration of 550 s per measurement. The maximum observed 
benzene concentrations were 2.62, 3.17, 3.11, 2.65, 3.13, and 
2.23 ppm for each case. By combining the concentration data 
with flare stack height wind speeds estimated using a 
logarithmic wind profile, the corresponding benzene flux was 
calculated as 7.13, 6.18, 7.61, 8.11, 10.33, and 10.17 kg·hr－1, 
respectively. The results indicate that wind speed variations 
significantly influence flux estimation. This study represents 
the first reported application of a remote DIAL system to 
quantitatively determine benzene flux from an industrial flare 
stack in Korea.

Vol. 20, Article number: 10

Research Article

Revisiting wintertime nitrate formation and recirculation in Seoul using box model simulations
Sung Hoon Park*, Yusin Kim, Minjoong J. Kim, Ji Yi Lee, In Ho Song, Gookyoung Heo, Jung Min Park 

  https://link.springer.com/article/10.1007/s44273-026-00089-0

ABSTRACT
Wintertime particulate matter (PM) episodes in Seoul are 

marked by elevated nitrate, yet nighttime formation remains 
poorly understood. We reexamined high-PM periods during 
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the Fine Particle Research Initiative in East Asia considering 
National Differences (FRIEND) campaign (December 2020‒
January 2021) using a box model Korea Air Quality 
Observation-Based Box model (KAB) enhanced with a 
double-layer structure and expanded sensitivity tests. 
Contrary to previous work, residual-layer chemistry alone 
did not explain nighttime nitrate underestimation. Instead, 
model results indicate that recirculation of secondary 
pollutants̶exported under westerlies and reintroduced 
under northeasterlies̶was the primary driver of elevated 
nighttime nitrate. Prescribing a background nitrate 
concentration during PM episodes greatly improved model‒
observation agreement, highlighting the importance of 
regional transport. Empirical Kinetic Modeling Approach 
(EKMA) simulations with the tuned model show that ozone, 
nitrate, and secondary organic aerosol (SOA) formation 

during PM episodes occurred in a volatile organic compound 
(VOC)-limited and nitrogen oxides (NOx)-saturated regime. 
Under these high-NOx conditions, precursor reductions 
produced only modest decreases in secondary pollutants 
although it is possible that the sensitivity was substantially 
underestimated because the KAB model represents 
recirculation using a constant boundary condition. 
Sensitivity analyses further show that aromatic VOCs̶
especially xylene species̶play a disproportionately large 
role in secondary pollutant formation relative to their mass 
contribution. These results underscore the influence of 
regional recirculation and aromatic hydrocarbon chemistry 
on wintertime secondary pollution, and emphasize the need 
for improved treatment of regional transport, SOA 
formation, and VOC speciation to support effective winter 
air-quality management in the Seoul metropolitan area.
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支部だより 各支部のホームページもご覧ください。
学会ホームページ（https://www.jsae-net.org/）にリンクがあります。

若手研究者によるパネルセッション開催報告

中部支部では、評議員会・総会に合わせ、若手研究者によ
るパネルセッションを開催いたしました。

タイトル：  「若手研究者が語る大気環境研究の未来：私たち
の情熱はここにある」

日　時： 2026年6月26日（金）14:00～16:30
会　場： Zoom Webinarによるオンライン開催
パネリスト： 
・上田　紗也子（名古屋大学大学院環境学研究科）
・栗林　正俊（長野県環境保全研究所）
・長谷川　航平（信州大学医学部）
・諸橋　将雪（アジア大気汚染研究センター）

前半に各パネリストの研究発表、後半にパネルディスカッ
ションを行う二部構成とし、今後15、20年と活躍が期待さ
れる若手研究者一人ひとりの研究内容と想いを共有したうえ
で、大気環境研究の将来像や学会の役割について議論を行い
ました。中部支部では、今後も若手研究者が議論、活躍でき
る場を提供していきたいと思います。

近畿支部総会のお知らせ

日　時： 2026年7月31日（金）13:30～14:20
会　場： 対面・オンラインのハイブリッド
対　面： 大阪公立大学I-siteなんば カンファレンスルーム

C1
 大阪市浪速区敷津東2‒1‒41南海なんば第1ビル2階
 https://www.omu.ac.jp/isite/access/
オンライン： Zoomミーティング（アクセス方法は参加申込

者に後日通知）

議案1）2025年度事業報告ならびに収支決算報告
議案2）2025年度委員会・部会活動報告
議案3）2026年度事業計画ならびに予算案
議案4）その他

申込方法：  近畿支部正会員の方々は、電子メールにて配信す
る総会案内にある申込フォームから出欠および委
任のご回答をお願いします。メールが届かない

方、アクセスできない方は、以下の問い合わせ先
までご連絡ください。

申込締切： 7月27日（月） 

問い合わせ：近畿支部事務幹事　北山、土屋
E-mail： jsaekinki_office@googlegroups.com

近畿支部シンポジウムのお知らせ 
「日本における微小粒子状物質の現状と今後」

日　時： 2026年7月31日（金）14:30～17:00
会　場：対面・オンラインのハイブリッド
対　面： 大阪公立大学I-siteなんば カンファレンスルーム

C1
 大阪市浪速区敷津東2‒1‒41南海なんば第1ビル2階
 https://www.omu.ac.jp/isite/access/
オンライン： Zoomミーティング（アクセス方法は参加申込

者に後日通知）
共　催：大阪公立大学

プログラム：
1） 微小粒子状物質・光化学オキシダント対策ワーキングプ
ラン等について

 笹原　圭　氏（環境省水・大気環境局 環境管理課 課長
補佐）

2） PM健康影響の規定因子は何か―曝露実験の積み重ねか
ら探る―

 本田　晶子　氏（京都大学 大学院工学研究科 助教）
3） 次世代の大気汚染評価に向けたPM磁気測定の事例紹介
 土屋　望　氏（京都大学 大学院エネルギー科学研究科 
助教）

申込方法：  下記のURLから申し込みをお願いします。対面
参加は会場の定員（40名）までの先着順となりま
す。アクセスできない方は、以下の問い合わせ先
までご連絡ください。

参加申込フォーム： https://peatix.com/event/5022649
参加費（資料代を含む）： 1,000円（学生無料）
定　員：対面　40名、オンライン　100名
申込締切： 7月27日（月）

問い合わせ：近畿支部事務幹事　北山、土屋
E-mail： jsaekinki_office@googlegroups.com

中部

近畿

https://www.jsae-net.org/
mailto:jsaekinki_office@googlegroups.com
https://peatix.com/event/5022649
mailto:jsaekinki_office@googlegroups.com
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分科会・研究会だより 各分科会・研究会のホームページもご覧ください。
学会ホームページ（https://www.jsae-net.org/）にリンクがあります。

第67回大気環境学会年会　酸性雨分科会のお知らせ

「酸性雨」という言葉そのものはあまり聞かれなくなりま
したが、越境大気汚染やPM2.5が大きな関心をもたれている
ことからも大気中の酸性物質を含む汚染物質の動態について
は地球環境問題の一つとして重要と考えられます。本分科会
では、日本の酸性雨調査の礎を築いてこられた講師から酸性
雨調査の歴史を学び、酸性雨調査研究の必要性や重要性、意
義、今後の課題などを再確認する場としたいと思います。分
科会終了後には、講師を囲んで懇親会を開催します。皆様ぜ
ひご参加ください。

日　時： 2026年9月16日（水）16～18時
会　場：東洋大学川越キャンパス
テーマ：温故知新～これまでの酸性雨研究の歴史と今後
プログラム：
1.　 酸性雨研究集団の結成における玉置博士の功績  
平木　隆年　氏（兵庫県環境研究センター）

2.　 酸性雨研究の歴史と玉置さんとの共同作業  
村野　健太郎　氏（元国立環境研究所）

懇親会：
日　時： 2026年9月16日（水）19～21時
会　場：陽だまりの唄（東武東上線川越市駅から徒歩3分）
 https://hidamarinouta.owst.jp/
参加費： 5,000円（2時間飲み放題）
定　員： 30名

申込み先： https://forms.gle/TqKBmjXmC3fsL93y5
問合せ先：  木戸　瑞佳（富山県環境科学センター）  

mizuka.kido@pref.toyama.lg.jp
※分科会には申し込み無しでもご参加いただけますが、懇親
会ご参加の方は事前登録をお願いいたします。
※年会参加方法については、年会ホームページをご確認くだ
さい。

第67回大気環境学会年会 合同分科会のお知らせ

大気環境学会において健康被害軽減の観点から研究に取り
組まれてきた大気汚染物質は、気候変動緩和の観点からも重
要な短寿命気候強制因子（SLCF）でもあります。パリ協定
で定められた1.5℃目標の達成に向けて、SLCFに関する取
り組みの重要性はますます高まっています。本合同分科会で

は、SLCFの排出・動態・影響に関する先端研究について話
題提供いただき、今後の大気環境学会が担うべき研究課題に
ついて討論したいと思います。皆様ぜひご参加ください。

日　時： 2026年9月16日（水）16時頃～
会　場：東洋大学川越キャンパス
テーマ：

SLCの排出量推計と動態・影響モデリングの最前線
プログラム：
1. IPCCによるSLCF方法論報告書の作成について
 田辺　清人　氏（地球環境戦略研究機関）
2. 気候の変化が大気汚染構造に与える化学的な要因の解明
 秦　寛夫　氏（産業技術総合研究所）
3. 全球高解像度気候モデルを用いたSLCFシミュレー
ションとその応用

 五藤　大輔　氏（国立環境研究所）
世話人：
・永島　達也（国立環境研究所）
・嶋寺　光（大阪大学）
問い合わせ先：嶋寺 <shimadera@see.eng.osaka-u.ac.jp>
申し込み先： https://forms.gle/vV5PVW9bvJGxpnbn8
※合同分科会には申し込み無しでもご参加いただけますが、
懇親会ご参加の方は事前登録をお願いいたします。
※年会参加方法については、年会ホームページをご確認くだ
さい。

第67回大気環境学会年会　都市大気エアロゾル分科会 
のお知らせ

PM2.5質量濃度の環境基準達成率が大きく改善する中で、
都市大気粒子研究の対象も徐々に多様化しています。本講演
会では、道路周辺や都市域で観測される大気粒子に着目し、
路面直上で捕集した粒子の特徴、有機窒素化合物の動態、タ
イヤ摩耗粒子に関する研究事例を紹介します。これらは現時
点では必ずしも広く観測・測定されている成分ではありま
せんが、粒子の発生源や大気中挙動、健康影響を考えるうえ
で興味深い対象です。皆様ぜひご参加ください。

日　時： 2026年9月16日（水）16:00～18:00
会　場：東洋大学川越キャンパス
 （教室は年会プログラム集をご参照ください）
テーマ：都市大気粒子の多様な成分に関する研究例
 －路面粒子・有機窒素成分・非排気粒子－
プログラム：
1. 路面直上で捕集した大気粒子の特徴

酸性雨分科会

大気環境モデリング分科会 
気候変動研究会

都市大気エアロゾル分科会

https://www.jsae-net.org/
https://forms.gle/vV5PVW9bvJGxpnbn8
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 工藤　慎治　氏（滋賀県立大学）
2. ソウル都市域のPM2.5に含まれる有機窒素化合物の動態
 金　庚煥　氏（韓国科学技術研究院）
3. タイヤ摩耗粒子等の非排気粒子関連の動向
 利根川　義男　氏（日本自動車研究所）

世話人・問い合わせ先：
工藤　慎治（滋賀県立大学）kudo.s@ses.usp.ac.jp

令和8年度研究集会 
「気候変動下における極端気象と適応」のお知らせ

近年、気候変動の進展と歩調を合わせるかのように顕在化
する猛暑、豪雨、豪雪などの極端気象への社会的な関心が高
まっています。また今年は、気象庁が最高気温40度を超え
る日に「酷暑日」という名称を付けたこともあり、猛暑への
関心も更に高まることが予想されます。気候変動研究会で
は、こうした機会をとらえ、気候変動の影響が極端気象に及
ぼす影響やその対策に関する知見を学習し、これからの気候
変動影響への適応について考える機会として研究集会を企画
しました。気候変動に関心をお持ちの大気環境学会の会員の
皆様はもとより、様々な分野・立場で気候変動に関わってお
られる非会員の皆様のご参加も歓迎します。

主　催：気候変動研究会
日　時： 2026年（令和8年）8月24日（月）10:00～12:00
会　場：オンライン（Zoomウェビナー）
プログラム：
1. 趣旨説明
 永島　達也　氏　（国立環境研究所）
2. 日本の極端降水に温暖化が及ぼす影響
 川瀬　宏明　氏　（気象研究所）
3. 都市防災における都市型豪雨予測技術の開発
 河野　なつ美　氏　（埼玉県環境科学国際センター）
4. 地球温暖化に伴う熱中症災害の発生と対策
 齊藤　宏之　氏　（労働安全衛生総合研究所）
5. 総合討論
参加費：無料
参加申込：  下記URLに必要事項をご記入ください。  

https://forms.office.com/r/WX2WutCFjW
申込〆切： 2026年8月17日（月）
備　考：上記URLから参加申込された方に、後日メールに

てWebミーティングへのアクセス情報をお知らせ
します。

問合せ先：
永島　達也（国立環境研究所）
nagashima.tatsuya@nies.go.jp
栗林　正俊（長野県環境保全研究所）
kuribayashi-masatoshi-r@pref.nagano.lg.jp

気候変動研究会
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研究論文の投稿のお願い

本誌への研究論文（原著論文、ノート、速報、技術調査報告）の投稿をお待ちしています。投稿された研究論文は、査読委
員と編集委員会による審査を経て、採用されればJ-STAGE上で公開されます。研究成果を広く知ってもらえる貴重な機会で
すので、積極的な投稿をお願いします。詳細は投稿規程と投稿の手引きをご覧ください。

「研究室・企業紹介」の原稿募集のお知らせ

本誌では、会員の相互理解を深めるため、「研究室・企業紹介」のコーナーで、会員機関の研究室紹介を行っています。この
コーナーの原稿を募集しますので、日頃の研究取り組みを情報発信したい会員の方、ぜひご投稿よろしくお願いします。
投稿を希望される方は、大気環境学会誌編集事務局（jsae-edit@je.bunken.co.jp）までご連絡ください。担当より執筆要領等

の詳細をご案内いたします。

会員へのお知らせの掲載について

学会活動以外の行事開催案内や研究資金公募など、会員に有益であると思われる情報を、テキスト形式でメールマガジンに
掲載します。掲載料は1ページ10,000円（非会員は20,000円）とします。希望者は原稿を大気環境学会誌編集事務局（jsae-edit@
je.bunken.co.jp）にお送りください。編集委員会で掲載の可否を決定します。

J-STAGEへの大気環境学会年会講演要旨集の掲載について

J-STAGEへの大気環境学会年会講演要旨集の掲載を始めました。今後、過去の年会の講演要旨集の掲載を進めていきます。
https://www.jstage.jst.go.jp/browse/taikiabst/-char/ja

論文賞の選考対象について

論文賞選考委員会では、1年間に大気環境学会誌とAsian Journal of Atmospheric Environment（AJAE）に掲載された論文の
中から、論文賞を選考しています。大気環境学会誌については、全ての研究論文（原著論文、ノート、速報、技術調査報告）
を選考の対象とします。また、AJAEについては、投稿時に大気環境学会の会員を責任著者（Corresponding Author）とする
Research Articleを選考の対象とします。選考対象論文の投稿をぜひよろしくお願いします。

編集委員会

論文賞選考委員会

https://www.jstage.jst.go.jp/browse/taikiabst/-char/ja
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第36回環境工学総合シンポジウム2026

日程： 2026年7月29日～31日
場所：工学院大学（東京都新宿区）
URL： https://www.jsme.or.jp/env/symp/sympo-info2026/

index.shtml

第39回におい・かおり環境学会
日程： 2026年8月24日～25日
場所：法政大学小金井キャンパス（東京都小金井市）
URL： https://orea.or.jp/gakkai-katsudou/gakkai/

第15回環境放射能除染研究発表会
日程： 2026年8月26日～27日
場所：産業技術総合研究所中央事業所（茨城県つくば市）
URL： https://khjosen.smoosy.atlas.jp/ja/notices/3897

第43回エアロゾル科学・技術研究討論会
日程： 2026年8月26日～28日
場所：金沢大学角間キャンパス（石川県金沢市）
URL： https://sites.google.com/view/jaast43ku/

第70回生活と環境全国大会
日程： 2026年10月21日～22日
場所：ソニックシティ（埼玉県さいたま市）

第10回国際窒素会議（N2026）
日程： 2026年11月2日～6日
場所：国立京都国際会館（京都府京都市）
URL： https://n2026.org/

第29回風工学シンポジウム
日程： 2026年12月2日～4日
場所：横浜国立大学（神奈川県横浜市）
URL： https://kazekosympo.com/29/#home



賛助会員一覧（五十音順）

株式会社秋田県分析化学センター

川崎市環境局環境総合研究所

株式会社環境管理センター

紀本電子工業株式会社

柴田科学株式会社

株式会社数理計画

一般財団法人大気環境総合センター

東亜ディケーケー株式会社

東京ダイレック株式会社

東京都環境局環境改善部

日本カノマックス株式会社

一般財団法人日本環境衛生センター

東日本高速道路株式会社

富士電機株式会社　パワエレシステム　インダストリー事業本部



「大 気 環 境 学 会 誌」編 集 委 員

編集委員長 茶　谷　　　聡　国立環境研究所 
副編集委員長 板　野　泰　之　大阪市立環境科学研究センター 
編 集 委 員 井　上　和　也　産業技術総合研究所 澤　田　寛　子　農研機構
 猪　股　弥　生　金沢大学 鶴　丸　　　央　東京都環境科学研究所
 浦　西　克　維　北九州市立大学 豊　永　悟　史　熊本県保健環境科学研究所
 奥　村　智　憲　大阪府立環境農林水産総合研究所　 原　　　由香里　九州大学
 小　野　浩　己　電力中央研究所 樋　口　能　士　立命館大学
 柏　倉　桐　子　日本自動車研究所 藤　井　佑　介　大阪公立大学
 木　戸　瑞　佳　富山県環境科学センター 薮　下　彰　啓　愛知工科大学
 工　藤　慎　治　滋賀県立大学 山　口　真　弘　長崎大学
 熊　谷　貴美代　群馬県衛生環境研究所 吉　野　彩　子　国立環境研究所
 栗　林　正　俊　長野県環境保全研究所 渡　辺　幸　一　富山県立大学
 坂　本　陽　介　国立環境研究所 和　田　龍　一　帝京科学大学
 定　永　靖　宗　大阪公立大学 

複 写 さ れ る 方 に
本誌（書）に掲載された著作物を複写したい方は、著作権者から複
写権の委託をうけている次の団体から許諾を受けて下さい。

学術著作権協会
〒107‒0052　東京都港区赤坂9‒6‒41　乃木坂ビル

TEL: 03‒3475‒5618　FAX: 03‒3475‒5619
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